
職員数（人） 6.0 6.4 6.0
5

1,524,825

 決　算　額（B） 1,052,429

うち一般財源 1,119,752 1,497,387
要求 1,527,781

予算案

予算案

3

4

合計（A) 1,119,768 1,517,601
要求 1,537,299

19,864

1,539,486

↘ 15件
補正予算 -181,360 

2

1 企業立地件数 41件 32件 ↘ 13件

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし ］

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区分（単位：千円） Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

No 成果指標 H30年度 R１年度

当初予算 1,301,128 1,497,737
要求 1,537,299

予算案 1,539,486

R２年度末
（見込）

Ｒ３年度
目標値

予
算
額

前年度繰越 0 0

・コロナ禍を機に長野県内への本社機能等の移転やサ
テライトオフィスの開設を促し、地方回帰の流れを着
実に取り込む必要がある。

・本社等移転に関する優遇制度を拡充するとともに、コ
ロナ禍の社会情勢を踏まえた企業誘致活動を展開してい
く必要がある。

２　令和３年度事業内容

予算のポイント・
主な取組（予定)

✔ 「信州ものづくり産業応援助成金」の交付及び改正
・製造業等の企業が、県内で一定規模の投資、雇用条件を満たし工場等を新設・増設する場合に、助成金を交付する。助
成交付予定件数：計36件（過去最高）
・助成金制度を改正し、①付加価値が高く県内経済への波及効果の高い企業、②2050ゼロカーボンの実現を目指す環境
にやさしい先進的な企業を集中的に支援
　
✔ 「本社等移転促進助成金」の改正
・コロナ禍を機に、県内への本社機能等の移転やサテライトオフィスの開設を
図るとともに、経営の中枢に関わる良質な人材を確保するため、①助成限度額等
の拡充、②サテライトオフィスへの助成対象施設の拡充を行い、助成金を交付
助成交付予定数：５件

✔ 地域課題解決によるビジネス創出事業
・長野県内の企業誘致に関係する団体が集まり、企業誘致体制のネットワーク化を
図るための情報交換会を設置。また、企業と地域の課題をマッチングさせ、県内での
ビジネス機会を創出：企業と地域課題のマッチング件数10件（2021～2023年度
累計）

✔ 企業誘致広報事業
・企業誘致のためのガイドブックを5,000部作成など

１　現状と課題

目指す姿
・

これまでの取組

【目指す姿】
　今後成長が見込まれる産業分野の企業や、研究開発型企業等を重点とする誘致活動を推進することにより、共
同研究・企業間取引を促進し、県内企業の振興・稼ぐ力を高める。

【これまでの取組】
・信州ものづくり産業応援助成金により、県内への投資を呼び込み
・ITバレー構想の策定に対応し、ICT産業立地助成金を拡充し、ICT産業の事業者を積極的に誘致
・企業誘致システム化事業による合理的な企業訪問先の選択や情報共有の強化を実施

令和２年度
点検結果
（令和元年度

  実施事業分）

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

・従来製造業を中心に、雇用の場の確保を主目的に産
業立地施策を進めてきたが、「今般の感染症や大規模
災害等への対応」、「県内企業の高付加価値型への転
換」等の課題がある。

・県内経済へ波及効果が高く、高付加価値化を目指す企
業を集中的に支援するとともに、サプライチェーンの強
靭化についても対応。

・集中豪雨等の地球温暖化に起因するとされる気候変
動の影響があらわれる中で、長野県でも「気候非常事
態宣言」を宣言しており、宣言に基づき2050ゼロカー
ボンに向けた取組等を更に進めていく必要がある。

・2050ゼロカーボンの実現を目指す環境にやさしい先進
的な企業の集積を図る。

８つの重点目標 労働生産性

総合的に展開
する重点政策

2-1 革新力に富んだ産業の創出・育成

事　業　名 産業集積強化推進事業費
部局 産業労働部 課・室 産業立地・経営支援課

実施期間 H6 ～

事業番号 07 03 03 事業改善シート （令和３年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

E-mail keieishien@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

企業誘致のためのガイドブック
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予算要求からの
主な変更点

コロナ禍における地方回帰の流れを捉え、都市部等からの新たな企業・人材の流れを創出し、本格的な企業誘致
につなげるため、地域課題解決によるビジネス創出事業を増額

成果指標
設定理由

企業立地状況を把握するための指標
　※目標値：前年度目標と同値
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Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

Ｒ３年度
当初予算

4 地域課題解決によるビジネス創出事業
－ －

要求 12,193

予算案 14,380

千円 千円 千円

千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

1
産業立地推進役の設置経
費

直接
県外事務所に民間企業OBの産業立地推進役（４名）を配置し、企業立地情報等を収
集

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

1
地域課題解決によるビジ
ネス創出事業

委託
長野県内の企業誘致に関係する団体が集まり、企業誘致体制のネットワーク化を図
るための情報交換会を設置。また、企業と地域課題をマッチングさせ、県内でのビ
ジネス機会を創出

細事業
No.

細事業名

細事業名

1,211

細事業
No.

次世代産業誘致セミナー開催事業費

細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

Ｒ３年度
当初予算

3 産業立地推進役の配置
14,183 14,686

要求 15,687

予算案 15,687

千円 千円

Ｒ３年度
当初予算

1,208
要求 1,208

予算案 1,208

千円 千円 千円

Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

事業番号 07 03 03 事業改善シート （令和３年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

細事業名

1,311

事　業　名 産業集積強化推進事業費 部局 産業労働部 課・室 産業立地・経営支援課

細事業
No.

次世代産業誘致セミナー
開催事業

直接 企業誘致の強化を図るため、県外の展示会に出展し、積極的な情報発信

2

1

Ｒ３年度
当初予算

1,174 1,953

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

要求

予算案

1,311

Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

企業誘致のためのガイドブック作成、展示会への出展1 企業誘致広報事業 直接

企業誘致広報事業費

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

1
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事業番号 07 03 03 事業改善シート （令和３年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

事　業　名 産業集積強化推進事業費 部局 産業労働部 課・室 産業立地・経営支援課

細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

1 ICT産業立地助成金 補助金 ICT産業の立地に係る建物の取得や雇用に助成金交付

細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

Ｒ３年度
当初予算

6 ICT産業立地助成金
35,400 45,000

要求 90,100

予算案 90,100

千円 千円 千円

No.

令和３年度　実施内容（予定）

1
信州ものづくり産業応援
助成金

補助金
製造業等の企業が、県内で一定規模の投資、雇用条件を満たし工場等を新設・増設
する場合に、助成金交付

細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

Ｒ３年度
当初予算

予算案 23,300

細事業
No.

細事業名
Ｒ３年度
当初予算

Ｒ１年度
当初予算

Ｒ２年度
当初予算

5 信州ものづくり産業応援助成金
1,239,160 1,424,890

要求 1,393,500

予算案 1,393,500

千円 千円

本社等移転促進助成金 補助金
コロナ禍を機に、県内への本社機能等の移転を図るとともに、経営の中枢に関わる
良質な人材を確保するため、助成限度額等を拡充し、助成金交付

7
10,000 10,000

要求 23,300

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和３年度　実施内容（予定）

1

本社等移転促進助成金

千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法
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